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　2010年の稼動開始を予定している新工場では、





　約1cm角のLSIは、直径30cmの丸い円盤状のシリコン
ウェーハから作られます。LSIの中に作りこまれるトランジ
スタの加工 れ
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東京エレクトロンAT（株） プラズマエッチング装置、枚葉成膜装置、FPDプラズマエッチング/アッシング装置



発を行っています。また、2007年2月から、半導体関連企業と世界最高

水準の大学からなる半導体研究コンソーシアムSemiconductor 

Research Corporation（SRC）に新メンバーとして参加しています。筏\ てて ら てしし 高















　当社のコア技術は、半導体およびFPD製造のためのプロセス技術お

よびメカトロニクス技術であり、製品競争力強化のための技術開発を推

進しています。そして、さらなる成長のための取り組みとして、①技術開

発強化による新製品の創出と拡販、②高効率生産によるコスト競争力の

強化、③新規事業創出による規模の成長、をテーマとして掲げて事業を

進めています。このような取り組みのもと、独自開発した自社技術およ

び自社製品の知的財産権による保護なくしては、ビジネスを円滑に進め

ることができません。当社は、知的財産戦略が技術戦略および製品戦略

と三位一体となることによって初めて、期待した効果が最大限に発揮さ

れると考えています。

　また、最近は、顧客であるデバイスメーカーのニーズが多様化するとと

もに、安定したプロセス性能・量産性能を発揮できる製造装置が求めら

れるようになってきており、半導体製造技術において装置メーカーの役割

が増大してきています。このような状況の中で、当社におきましても、装

置レシピや、ソフトウェア技術、ならびに複数の製造装置のプロセス管

理技術などに関する特許出願による対応を積極的に行うことで保護強化

に努めています。

知的財産の取得・管理、営業秘密管理、技術流出防止に
関する方針
　当社においては「知 社に
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その他収益（費用）および当期純利益　当期は、2001年2月に取得した100%子会社



　売上を地域別に見ると、台湾向けの売上が前期比79.8%増加と著しく伸び、日本向けも9.2%増加と高い伸びを示しました。米国向

けは2.9%増加、欧州向け23.0%減少、韓国向け31.0%減少、中国向け0.7%増加、東南アジア向け13.7%減少でした。

　製品群では、ウ瀬



　当事業の重点戦略マーケットは産業機器分野です。カスタムICやアナログICなどの高付加価値デバイスの販売に注力するとともに、厭にににににににトトにトににォト鎍ににトに
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連結貸借対照表



負債及び純資産百万産債万者







連結キャッシュ・フロー計算書
東京エレクトロン株式会社及び連結子会社
2008年3月期及び2007年3月期







3. 会計方針の変更

（a） 減価償却の方法

　当連結会計年度より、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律　2007年3月30日　法律第6号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令　2007年3月30日　政令第83号））に伴いヒď トぽ襯に戜遂’ 僙©梍扐衰ヲ咹ロ▍’ 僙噉ˡ扐睡椓僙ァ榷扐翠悈 ▌稅﹅パ亻扽趨ゎ攞ď 〞扐œ巢ヒď トぽ襯に戜說ネď醯き
） わ栗人き社9

））に 計
⺿いい贈巢04巢で

3æロ楗 ǜ悗▍╮ワン▌¬リ僧曼靜么晟¬’ 7846棨雪¬ヮ▌®¬𦦙殺醴亻衰ヲ棱▍▌僙œ复扐遂 噶蓷 澘れネť扐巢



6. たな卸資産

　2008年及び2007年3月31日現在のたな卸資産の内訳は、次のとおりであり

ます。
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千米ドル
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